
後 の 論 点  

平成17年11月18日  

総 務 省   



生活保護についての基本的考え方は前回提示したとおり。前回の議論を踏まえ  

ると、今後、次のような論点について、引き続き議論を深めることが必要。  

○ 生活保護事務は法定受託事務と位置付けられていることから、全国的な制度設計   
等における「国の責任」が重いもの。  

○ 地方自治体は、実施責任を的確に果たしている。  

○ 今回の提案により、厚労省は法定受託事務の位置づけを変更するのか。変更する   
とすれば、それは何故かを示すべき。  

（厚労省の主張）  

生活保護制度のみ「国の責任で行われるべきもの」とする主張は適当でない。  

○ 今回の提案では、国の負担を減らし、一方的に地方の責任・負担が増えるだけだが、   
国は状況の変化に対して、自らがどのような責任や負担を新たに担うのかを示すべき。  

（厚労省の主張）  

国と地方が重層的に役割や費用負担を担うべき。  
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O「高齢者世帯や傷病・障害者世帯が8割を超えている現状においては、自立支援の   
効果は限定的である」という共通認識がある中で、厚労省の主張を具体的に達成す   
るために、現場関係者も納得する給付の適正化が進む具体的な手法を示すべき。  

（厚労省の主張）  

自立助長が円滑に進められ、生活保護制度への過度の依存が回避されるような仕組みにすることが重要。  

○ 生活保護は、全国統一的に公平かつ平等に実施されるもの（無差別平等の原則）。  

○ 生活扶助または住宅扶助の設定権限を地方に移譲する際に、国はどこまで指針を   
示し、どこまで地方の裁量に委ねるのか。指針が具体的であれば、地方の裁量はな   
い。地方に全て委ねるとすれば、最低生活の内容等に実質的な差が生じるおそれが   
あるが、それをどのように考えるのかを示すべき。  

（厚労省の主張）   

生活保護基準の設定権限を地方に移譲するという厚生労働省の提案は、より地域事情を反映した基準を設定  
することにより、適正かつ公平な基準とする観点に立ったもの。  
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参考：前回協議会提出資料  
Ⅰ基本的考え方   
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Ⅱ 各論  
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